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概 要

近年、重イオン加速器の発展により、中性子数と陽子数が極端に異なるいわゆるエキゾチック核
の研究が急速に進んでいる。従来、原子核は中性子流体と陽子流体が“均等”に混ざった量子多
体系として、マイヤー・イェンセンが提唱した殻模型でよく記述されてきた。しかし、エキゾチッ
ク核の一種である“中性子ハロー核”では、1－ 2個の中性子が核の平均ポテンシャルを感じない
領域にまで浸み出して巨大原子核を形成し、2フェルミ流体の均等性が崩れており、従来の理論的
枠組での理解が不十分な状況にある。
現在、こうした中性子過剰領域に至る核構造の新パラダイムを構築するため、大規模殻模型や

第一原理計算に基づく核模型などの新理論の研究が盛んに行われているが、ハロー核はこうした
最先端の核構造模型を検証するための重要な量子多体システムとなっている。また、反応断面積
や分解反応など、ダイナミックな意味でも安定核にはない性質を持っており、その微視的な理解
が求められている。このような重要性を持ちながら、これまで中性子ハロー核として特定された
のは 11Li,11 Be,19 Cなど数種の軽い中性子過剰核のみで、19Cより重い核でのハロー構造は知られ
ていなかった。本論文ではこれを超える領域での新ハロー核探について述べる。
本研究では原子核の束縛限界（ドリップライン）に位置する中性子過剰核で中性子ハロー核の

候補である 31Ne及び 22Cのクーロン分解反応を行い、中性子ハロー構造の有無を探り、また新種
のハロー構造の発見を目指した。中性子ハロー核は、非常に強い低励起双極子励起（ソフトE1励
起）を引き起こすことが知られており、この現象はクーロン分解反応によって詳細に調べられて
きた。本研究では、このソフトE1励起のシグナルから、逆にハロー構造を特定するという手法を
とった。
実験は理化学研究所の新加速器施設RIBFにある入射核破砕片分離装置BigRIPSを用いて行な

われた。本施設では超伝導リングサイクロトロン SRCと BigRIPSを組み合わせることにより世
界最大強度の不安定核ビームを生成することができる。実験では、超伝導リングサイクロトロン
から得られる 48Caビームをベリリウム生成標的に入射させ、入射核破砕反応で生じる破砕片を
BigRIPSにより分離した。BigRIPSで得られた二次ビームを鉛標的に入射させ、クーロン分解に
よって放出されるフラグメントを下流の Zero Degree Spectrometer (ZDS)で検出した。
本実験で得られたクーロン分解断面積は、通常の原子核のクーロン分解断面積を大きく上回り、

ソフト E1励起の寄与を考慮しなければ説明ができない。このことから 31Ne及び 22Cは新たな中
性子ハロー核であると初めて特定した。さらに 31Neの場合、31Ne + nのハロー構造を持ち、価中
性子は s軌道又は p軌道にあると結論づけられ、従来の殻模型で予想される f7/2軌道にはないこ
とがわかった。



概 要

abstract

One-neutron removal cross section of 31Ne and two neutron-removal cross section of 22C on Pb
and C targets were measured at about 230 MeV/nucleon at RIBF(RI-Beam Factory) at RIKEN.
This experiment aims at extracting the inclusive Coulomb and nuclear breakup cross sections of
these nuclei to see if these nuclei can involve halo structures. The enhancement of low-energy E1
strength, called ”soft E1 excitation” is a unique property of halo nuclei. Hence, the enhanement
of Coulomb breakup cross section can be used as a direct signal for halo structures. In addition,
the analysis of Coulomb and nuclear breakup reaction suggests the configuration of halo nuclei.
This measurement was made as one of experiments of ”Day-One campaign” using 48Ca primary
beam at 345 MeV/nucleon. The typical secondary-beam intensities of 5-10 cps were obtained
both for 22C and 31Ne. The result indeed showed the significant enhancement of 1n(2n) removal
Coulomb breakup cross sections for 31Ne(22C). This result thus shows the occurence of soft E1
excitations, which suggests the 1n and 2n halo structures for 31Ne and 22C, respectively. In
31Ne, shell melting is suggested using both nuclear and Coulomb breakup data.
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第1章 序論

　原子核は中性子流体と陽子流体が“均等”に混ざった量子多体系として、マイヤー・イェンセン
が提唱した殻模型でよく記述されてきた [1][2]。彼らは、核子自らが作る平均場ポテンシャルの概
念にスピン・軌道相互作用を導入し、現象論的に魔法数の存在 (図 1.1)を説明した (図 1.2)。これ
より、核子はパウリの排他原理と核力の特性のために、原子核内では平均場のなかを自由に動い
ているという描像が成り立つことがわかった。即ち、独立粒子模型の成立である。以来、原子核
の構造は殻模型をベースとして主に安定核を対象に研究された。

図 1.1: 中性子分離エネルギーの中性子依存性。特定の数字 (2, 8, 20, 28, 50, 82, 126, ... )のとこ
ろで、中性子分離エネルギー Snの値が大きく変わっており、魔法数の存在が示されている。
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図 1.2: 魔法数成立を示すWoods-Saxonポテンシャルに対する一粒子軌道の計算例。魔法数の成
立は、このような簡単な計算コードによっても確かめることができる。スピン・軌道相互作用の
導入によって、28の魔法数が成り立つことがわかる。
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しかし近年の重イオン加速器の発展により中性子数と陽子数が極端に異なるいわゆるエキゾチッ
ク核の研究が可能になると、既存の理論では説明できない特異な核構造や、未知の系統性が現れ
始めた。ここでは特に、逆転の島領域 “island of inversion”、魔法数の消失、及びハロー構造につ
いて述べる。
従来の古典的な殻模型の範囲では説明することが出来ない 32Mgを中心とする周辺の領域 (図 1.3)

は軌道の逆転現象が起きる島領域 “island of inversion”と呼ばれ、中性子過剰領域特有の性質が見
られる領域として盛んに研究が行われてきた [4]。初めにその異常性が見つかったのは、Thibault
らによる 27−32Na同位体の質量測定からである [5]。この結果では、中性子過剰なA ' 32 原子核
の束縛エネルギーが予想よりも束縛していることが示された。続いて、Mg 同位体の質量測定か
ら、31,32Mgにおいても束縛エネルギーが大きくなる事が明らかになった。さらに、32Mgの第一
励起準位のエネルギーが 885 keV と低くなることかわかった [6]。これらの実験事実は、sdシェル
(0~ω)に加えて pfシェル (2~ω)をモデルスペースに加えた殻模型で良く説明されるため、シェル
の混合が生じ、np-nhの励起に起因する変形が束縛エネルギーを大きくしていると考えられた。

図 1.3: Thibaultらによって予想された island of inversion の位置。32Naを中心として殻模型が
破れている領域が島のように分布している。

Island of inversionにおける sd,pfシェルの混合から、N = 20におけるシェルギャップの消失、
即ち魔法数の消失が説明される。 一般に魔法数とは陽子または中性子の 1粒子軌道間のギャップ
が大きくなるときの核子数であり、その値は 2，8, 20, 28, 50, 82, ... と続く。魔法数を持つ原子
核は安定となり、その第一励起エネルギーは大きな値を示す。図 1.4 に示した偶々核の第一 2+ 励
起エネルギーはおおよそ魔法数のところで大きな値となっていることがわかる。しかし、軽い中
性子過剰領域に位置する原子核の第一 2+ 励起エネルギーは、必ずしも魔法数のところで大きくな
らない (図 1.5)。N = 20 の第一 2+励起エネルギーは、island of inversion の核 32Mg のところで
急激に小さくなり、魔法数の破れを示唆している。この魔法数の消失は、32Mg のクーロン励起か
ら求められた換算遷移確率B(E2)が他のN = 20の核に比べて大きくなることから確かめられた
(図 1.6)[3]。これは sdシェルと pfシェルの大きな混合によるものであると示唆され、結果的に変
形が起きている結論づけられた。さらにその後の研究から、N = 20の魔法数は 32Mg 周辺の核で
は成り立たない事が示された。
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図 1.6: N = 20アイソトーンのB(E2)の値 [3]。32Mgにおいて増大しており、魔法数の破れを示
している。実線、及び破線はそれぞれ sd+pfシェル、sdシェルをモデルスペースとしたシェルモ
デル計算。sd+pfシェルのシェルモデル計算が良く実験値を再現しており、sd, pfシェルの混合を
示唆している。
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次に中性子の束縛限界 (中性子ドリップライン)近傍の弱束縛核で発見された、“中性子ハロー
核” について述べる (図 1.7)。エキゾチック核の一種である中性子ハロー核では、1－ 2個の中性
子が核の平均ポテンシャルを感じない領域にまで浸み出して巨大原子核を形成し、2フェルミ流体
の均等性が崩れており、興味深い研究対象となっている。中性子ハロー核は、Tanihataらによる
Li 同位体の系統的な全反応断面積の測定から発見された (図 1.8)[8]。即ち、断面積から得られた
11Liの平均自乗核半径は 2.37 fmとなり、通常の核半径 の系統的な値 1.2A1/3より 20 %程度大き
くなることがわかった。さらに、Kobayashiらによる分解反応後のコアフラグメントの運動量分
布の測定では、通常の核破砕反応における運動量分布よりも狭い分布を持つ事がわかった [9]。こ
れは言い替えれば、Heisenbergの不確定性原理から、11Liの中性子が空間的に広く分布している
ことを意味し、通常原子核密度のコアの周りを中性子が薄く”ハロー” のように分布するという 2
重構造を持つ原子核であることを示している。

図 1.7: 核図表における中性子ハロー核
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図 1.8: 反応断面積から求められた反応半径の系統性。11Li,14 Be,17 Bで非常に大きな値となって
いることがわかる。
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さらに、中性子ハロー核はソフト E1遷移励起と呼ばれる強い低励起双極子励起 (図 1.9)を引き
起こす事が知られており、Nakamuraらによって、その反応メカニズムとハロー構造が調べられて
きた [11][12][14][13]。これらの研究では、クーロン分解反応と呼ばれる低励起の双極子遷移に敏感
な反応が用いられた。これより、ハロー核の分解過程は、直接分解反応で良く記述できることが
わかり、2中性子ハロー核の場合、中性子間の相関によって 2中性子が空間的に局在していること
が示唆された。

図 1.9: 11Liの E1遷移確率。Erel = 0.3 MeV付近にソフト E1励起と呼ばれるハロー核特有の強
い双極子遷移が見られる。

現在、こうした中性子過剰領域に至る核構造の新パラダイムを構築するため、大規模殻模型や
第一原理計算に基づく核模型などの新理論の研究が盛んに行われているが、中性子ハロー核はこ
うした最先端の核構造模型を検証するための重要な量子多体システムとなっている。また、反応
断面積や分解反応など、ダイナミックな意味でも安定核にはない性質を持っており、より詳細な
微視的理解が求められている。このような重要性を持ちながら、これまで中性子ハロー核として
特定されたのは 11Li,11 Be,19 Cなど数種の軽い中性子過剰核のみで、19Cより重い核でのハロー構
造は知られていなかった。本論文ではこれを超える領域での新ハロー核探索について述べる。
本研究では原子核のドリップラインに位置する中性子過剰核で中性子ハロー核の候補である 22C

及び 31Neのクーロン分解反応を行い、中性子ハロー構造の有無を探り、また新種のハロー構造の
発見を目指した。中性子ハロー核はソフトE1励起を引き起こし、その反応断面積は大きな値とな
る。本研究ではソフト E1励起の断面積から、逆にハロー構造を特定するという手法をとった。

31Neは”island of inversion”に位置していると予想されている。31Neがハロー核と確認されれ
ば、変形したコアのまわりに中性子が薄く広がる新種のハロー構造を持つことが期待される。従っ
て、未だよくわかっていない核変形とハロー構造の関連性が統一的に理解されると期待される。

22Cは、よく知られたハロー核 11Liよりもさらに大きな半径を持つハロー核となる可能性が指
摘されている。さらに 3体ハロー核 (20C + n + n) であると予想され、11Liで示唆されているダイ
ニュートロン構造 (強相関 2中性子系)が 22Cではより発達している可能性がある。本研究により、
ハロー核と特定されれば、こうした特異構造の解明に大きな役割をはたすことが期待される。
本論文では、第 2章でクーロン分解反応といった実験手法について述べる。第 3章で実験施設

の概要、及び実験のセットアップについて述べる。第 3章で実験データの解析方法について述べ
る。第 4章で解析から得た物理量を示す。第 5章で得られた物理量の意味を議論する。第 6章で本
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論文のまとめと今後必要となる解析、及び実験といった展望について述べる。
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第2章 実験手法

図 2.1: クーロン分解反応の概念図。ここでは、22C + Pb →20 C + n + n反応を例にとっている。
光速の数 10%の速度を持つ 22Cが Pb 標的に入射すると、強いクーロン力 (仮想光子)により励起
され (クーロン励起)、さらに分解する。

2.1 イクスクルーシブなクーロン分解反応

E1遷移強度分布を導出するための強力な手法として、イクスクルーシブなクーロン分解反応を
用いる手法があげられる (図 2.1)。クーロン分解反応では鉛のような Zの大きな標的を選び、不安
定核を入射させる。入射核は、標的核との電磁相互作用によってクーロン励起し、一時的な励起状
態を経て分解する。分解して放出されるフラグメントと全ての中性子の運動量を測定すると、不変
質量法から励起状態における質量と基底状態の質量差、即ち励起エネルギーExが導出できる。エ
ネルギー微分断面積 dσ(E1)/dExは E1 遷移強度分布 dB(E1)/dExを用いて式 (2.1)で表される。

dσ(E1)
dEx

=
16π3

9~c
NE1(Ex)

dB(E1)
dEx

(2.1)

ここでNE1は仮想光子数であり電磁相互作用の強さを光子の数に置き換えたものである。実験
的にエネルギー微分断面積 dσ(E1)/dExを測定することにより、E1遷移強度分布 dB(E1)/dExが
導出される。以上がイクスクルーシブなクーロン分解反応の手法である。式 (2.1)の値を計算する
と図 2.2 のようになり、励起エネルギーに対して指数関数的に減少することがわかる。よって、実
験で測定される dσ(E1)/dExは dB(E1)/dExの低励起エネルギーにおける遷移に敏感となる。し
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かし、この手法は 100 cps程度のビーム強度を必要とするため、収量の小さな不安定核には適用す
ることが出来ない。

図 2.2: Pb標的の場合の仮想光子数を励起エネルギー Exの関数として表したもの。Exが大きく
なるに従い、指数関数的に減少することがわかる。

2.2 インクルーシブなクーロン分解反応

イクスクルーシブなクーロン分解反応に対して、中性子とのコインシデンスを取らずフラグメ
ントのみを測定する手法がインクルーシブなクーロン分解反応の手法である。この測定では不変
質量を組むことができないため、エネルギー微分断面積を導出することはできないが、収量が数
cps程度でも実験可能な点が利点としてあげられる。この手法で得られる観測量は、式 (2.2)に示
した積分断面積である。本実験ではこの手法を採用した。

σ(E1) =
∫ ∞

Sn

16π3

9~c
NE1(Ex)

dB(E1)
dEx

dEx (2.2)
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2.3 ハロー核のクーロン分解反応とインクルーシブな測定

クーロン分解反応では、図 2.3に示す通り E1の仮想光子数が励起エネルギーに応じて指数観的
に減少するため、ハロー核の特徴であるソフトE1励起が特に強調される。そのため、仮想光子数
とE1遷移確率の積は大きな値となる。一方この値を積分したものがクーロン分解断面積となるた
め、この断面積を測定することによってソフト E1励起の有無を特定することができる。これは、
Kobayashi らが 11Liに対して同様の実験を行っており、おおよそクーロン分解断面積が 0.5 barn
程度以上となるとハロー核であるといえる。

図 2.3: クーロン分解反応からハロー核を特定するための概念図。上図は E1遷移強度分布を励
起エネルギー Ex の関数としてスケマティックに表したもの。下図は E1の仮想光子す卯を表す。
通常、原子核は 10-20 MeV程度の励起エネルギーにおいて巨大共鳴とよばれる E1双極子遷移
をすることが知られている。ハロー核ではこれに加え、低励起双極子遷移 (ソフト E1励起)を引
き起こす。一方、E1の仮想光子は Exに対して指数関数的に減少する。クーロン分解断面積は式
(2.2)のように dB(E1)/dExと仮想光子数NE1(Ex)の積の積分で表されるため、ハロー核の場合、
NE1(Ex) × dB(E1)

dEx
が大きな値となり、結果的にクーロン分解断面積が大きくなる。
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2.4 軽標的を用いた核力分解とフラグメントの運動量分布

Kobayashiらは、11Liの 12C標的による分解反応後の 9Liフラグメントフラグメントの横方向
の運動量分布 P⊥を測定することによりハロー構造を決定した (図 2.4)[9]。また、N. A. Orrらは
縦方向の運動量分布 P‖の測定からも、ハロー構造を特定できることを示した (図 2.5)[15]。どちら
の測定からも、ハロー核の価中性子が空間的に広く拡がり、ハロー構造を形成していることが示
された。本実験では縦方向の運動量分布 P‖の測定からその分布からハロー構造の探索を行い、さ
らに価中性子の軌道についての情報を引き出すことを試みた。フラグメント運動量分布を測定す
ることによって、入射粒子静止系におけるフラグメント、及び中性子の運動量がわかるが、これ
は原子核内での核子の運動量、即ち一粒子軌道を特定することにつながる。

図 2.4: (a)が 8He + C →6 He + X反応における 6Heの運動量分布。(b)が 11Li + C →9 Li + X反
応における 9Liフラグメントの垂直運動量分布。6Heに比べ、9Liフラグメントの運動量分布が狭
いことがわかる。運動量保存則、及びHeisenbergの不確定性原理から、11Li核内で中性子が空間
的に広く分布していることを示している。このことから、ハロー構造が示唆される。
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図 2.5: 11Li +8 Be →9 Li + X 反応における 9Liフラグメントの縦方向運動量分布。図 2.4 と同様
に縦方向運動量分布も幅が狭くなり、ハロー構造の形成を示している。
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第3章 実験

実験は理化学研究所の新加速器施設 RIビームファクトリー (RIBF)[16]にある入射核破砕片分離
装置 (BigRIPS)、及びZero Degree Spectrometer (ZDS)を用いて行った (図 3.1)[17][18][19]。本施
設では超伝導リングサイクロトロン SRCとBigRIPSを組み合わせることにより世界最大強度の不
安定核ビームを生成することができる。実験では、SRCから得られる 48Caビームをベリリウム生
成標的に入射させ、入射核破砕反応で生じるフラグメントをBigRIPSにより分離した。BigRIPS
で得られた二次ビームを反応標的に入射させ、分解反応によって放出される荷電粒子フラグメント
を下流の ZDSで検出した。本実験の反応前後で検出した不安定核、即ち測定チャンネルを表 3.1に
示す。

図 3.1: RIビームファクトリー (RIBF)概観図。RIBF は超電導リングサイクロトロン SRCを主
加速器とし、238Uまでのビームを 350 MeVまで加速できる。生成された一次ビームは F0に配置
された生成標的に入射され破砕反応後の破砕片を入射核破砕片分離装置 (BigRIPS)において核種
に応じて分離する。これにより世界最大強度の不安定核ビームを生成することができる。さらに
F8に配置した反応標的を用いて実験を行い、下流の ZDSで反応後粒子を識別する。

3.1 生成標的、反応標的

生成標的、及び反応標的の位置といった基本的な実験の設定情報を表 3.2に、測定チャンネルご
との標的厚を表 3.3に示す。大強度ビームによる熱負荷を抑えるため、水冷却機構を備えた回転標
的を生成標的として用いた [20][21]。
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入射核 (二次ビーム) 出射核 (フラグメント) 反応
31Ne 30Ne 1中性子分離反応
22C 20C 2中性子分離反応
20C 19C 1中性子分離反応
20C 18C 2中性子分離反応
19C 18C 1中性子分離反応

表 3.1: 測定したチャンネル。本実験の主目的は 31Ne、及び 22Cビームを用いた中性子分離反応
のクーロン分解断面積測定と運動量分布測定であるが、20Cビームを用いた中性子分離チャンネル
の測定も合わせて行った。リファレンスとして、19Cビームを用いた測定を行った。

生成標的 反応標的
標的位置 (オプティクス) F0 (achromatic) F8 (achromatic)

標的物質 Be Pb, C, Empty
設置方法 回転標的 固定標的
形状 図 3.2参照 円形 (半径 15 mm)

表 3.2: 生成、反応標的の位置、元素等。生成標的は大強度のビームが入射し、発熱するため、冷
却機構を備えた回転標的を用いた。

測定チャンネル ベリリウム生成標的 鉛反応標的 炭素反応標的
31Ne → 30Ne 2.76 g/cm2 3.37 g/cm2 2.54 g/cm2

22C → 20C

3.62 g/cm2 6.74 g/cm2 4.02 g/cm2
20C → 19C
20C → 18C
19C → 18C

表 3.3: 生成、反応標的の厚さ。これらの厚さはバックグラウンド、及び収量を考慮し、LISE++
を用いてオプティマイズされた。
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図 3.2: 回転生成標的の概観図。大強度ビームの熱負荷に耐えるために、水冷却機構を備えている。
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3.2 一次ビーム

生成標的に入射させる一次ビームとして、超伝導リングサイクロトロン SRC で加速させた
345 MeV/uの 48Caビームを用いた。ビーム強度は平均しておよそ 60 pnA程度であった。

3.3 二次ビーム

生成標的で入射核破砕反応によって生成されるフラグメントは、下流の破砕片分離装置BigRIPS
において核種に応じて分離、粒子識別された。分離されたフラグメントが二次ビームである。核
種の分離は、派原子核の磁気硬度とエネルギー減衰版におけるエネルギー損失の違いにより実現
される。さらに粒子識別は後述する BigRIPS標準の検出器によって event by eventに行われた。
表 3.4に二次ビームのプロパティをまとめた。

二次ビーム核種 31Ne 22C 20C 19C
鉛標的中心でのエネルギー 234 MeV/u 240 MeV/u 241 MeV/u 242 MeV/u
炭素標的中心でのエネルギー 230 MeV/u 239 MeV/u 240 MeV/u 242 MeV/u

48Caビーム強度 ∼ 60 pnA ∼ 60 pnA ∼ 4 pnA ∼ 6 pnA
二次ビーム強度 ∼ 5cps ∼ 6cps ∼1 kcps ∼0.5 kcps

表 3.4: 二次ビームのプロパティ。二次ビームのそれぞれに対して、標的中でのエネルギーが同程
度になるように磁場設定、標的厚が決定された。20C, 19Cのランでは、アテネータが入っている
ため、一次ビーム強度が弱くなっている。

3.4 入射核破砕片分離装置BigRIPS

BigRIPSでは実験対象となる核種を分離するため、その核種がビームラインの中心軌道を通る
ように双極子磁石の磁場の値を設定する。しかし磁場によるローレンツ力のみで分離を行おうと
すると、質量と電荷の比A/Zが等しい粒子は同じ軌道を通るため分離できない。これは、破砕反
応によって生じるフラグメントの核子当たりの運動量 pは核種に依らずほぼ同じとなるため、同
じ A/Z を持った粒子の曲がりにくさ (磁気硬度=(A/Z)p)も等しくなるということに因る。そこ
で、ビームラインの途中にエネルギー減衰版を置き、粒子のエネルギーを Zに応じて落としてか
ら、磁場による再分離を行う。これにより、粒子のA/Z とZに応じてセレクションをかけること
ができ、粒子を分離することができる。ただし、破砕反応によって生じるフラグメントの運動量、
及び放出角度は広がりを持つため、同じ核種が、運動量、及び放出角度に依らずビームライン上
のある場所で一点に集まらなければ、ビームとして使うことは出来ない。角度、及び運動量に依
らず一点に集められた焦点面は achromatic focal planeと呼ばれ、イオン光学の手法によって実現
される。実験で使用した BigRIPSの設定を表 3.5に示す。

BigRIPSでは粒子の分離と同時にビームライン上の各焦点面に配置した検出器によってフラグメ
ントの粒子識別を行う。粒子識別には、粒子のTime of Flight(TOF) 、エネルギー損失∆E、及び
dispersive focal planeにおける位置の情報 (∆x)を用いる。dispersive focal planeとは、粒子の運
動量に応じて、位置が分布する焦点面ことである。もし粒子の速度が全て同じならば、TOFと∆E

のみから粒子識別が可能であるが、破砕反応で生成されたフラグメントは運動量分布に広がりを
持つため、TOFと∆Eだけでは粒子識別できず、運動量の情報も必要となる。そこで、dispersive
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focal planeにおける位置を測定し、運動量を導出し、粒子識別を行う。実験で用いた検出器を表
3.6 にまとめる。それぞれの検出器の詳細については後述する。

二次ビーム核種 31Ne 22C 20C 19C
Bρ1 8.200 Tm 9.400 Tm 8.400 Tm 8.591 Tm
Bρ6 7.531 Tm 8.954 Tm 8.199 Tm 7.825 Tm

F1 アルミニウムウェッジ 14.78 mm 14.78 mm 14.78 mm 14.78 mm
F5 アルミニウムウェッジ - - - 7.99 mm

表 3.5: BigRIPSの設定。Bρnはビームライン上における n番目の双極子磁石のBρ値を表す。こ
こで、Bρは磁場Bと軌道粒子 ρの積であり、通過する粒子に対する磁場の強さを表す。アルミニ
ウムウェッジは粒子のエネルギーを落し粒子の分離を良くするためのものである。

二次ビーム核種 31Ne 19,20,22C
F3 プラスチックシンチレータ ○ ○
F5 プラスチックシンチレータ ○ ○
F7 プラスチックシンチレータ ○ ○
F8 プラスチックシンチレータ ○ -

F3 PPAC ○ ○
F5 PPAC ○ ○
F7 PPAC ○ ○
F8 PPAC ○ ○

F7 イオンチェンバー ○ -

表 3.6: BigRIPSの検出器。それぞれの検出器については後述する。19,20,22Cのランで F8プラス
チックシンチレータ、及び F7 イオンチェンバーを用いていないのは、バックグラウンドを減らす
ためである。

3.5 Zero Degree Spectorometer (ZDS)

ZDSでは、反応標的での分解反応によって放出されるフラグメントの粒子識別を行った。双極子
磁石の磁場は、測定対象となるフラグメントの磁気硬度に合わせて設定した。粒子識別はBigRIPS
と同様の検出器及び、手法を用いた。ZDSの設定を表 3.7に、用いた検出器を表 3.8 にまとめる。
それぞれの検出器の詳細については後述する。
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反応 D7 磁場
31Ne + Pb → 30Ne 6.781 Tm
31Ne + C → 30Ne 6.653 Tm
31Ne + Empty → 30Ne 7.175 Tm
22C + Pb → 20C 7.687 Tm
22C + C → 20C 7.670 Tm
22C + Empty → 20C 8.131 Tm
20C + Pb → 19C 7.285 Tm
20C + C → 19C 7.268 Tm
20C + Empty → 19C 7.731 Tm
20C + Pb → 18C 6.886 Tm
20C + C → 18C 6.868 Tm
20C + Empty → 18C 7.321 Tm
19C + Pb → 18C 6.916 Tm
19C + C → 18C 6.894 Tm
19C + Empty → 18C 7.363 Tm

表 3.7: ZDSの設定。それぞれの測定チャンネルに応じて磁場設定を変更した。これは、標的内に
おけるエネルギー損失が異なるため、測定したいフラグメントが中心軌道を通るようにすること
を目的としている。

二次ビーム核種 31Ne, 19,20,22C
F11 プラスチックシンチレータ ○

F9 PPAC ○
F10 PPAC ○
F11 PPAC ○

F11 イオンチェンバー ○

表 3.8: ZDSの検出器。これらの検出器は粒子識別を行うためのものであり、すべての測定チャン
ネルにおいて使用した。それぞれの検出器については後述する。

3.6 プラスチックシンチレータ

BigRIPS及び ZDSにおけるプラスチックシンチレータは、粒子のTime of Flightおよび∆Eを
測定するための検出器である。左右の光電子増倍管 (PMT) でライトアウトプットを検出する両
読タイプのものを使用している。表 3.9に本実験で用いたプラスチックシンチレータについての情
報をまとめた。本実験では、19,20,22Cに対する PPACの検出効率と、イオンチェンバーの分解能
が低いために、F5のプラスチックシンチレータを位置検出器として、F7のプラスチックシンチ
レータを∆E 検出器としても用いた。F5のプラスチックシンチレータを位置検出器として使用で
きるのは、本プラスチックシンチレータが左右両読タイプのものであり、左右の PMT のシグナ
ルの時間差から、光った位置を特定することが出来るからである。
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焦点面 オプティクス 厚さ 大きさ (縦 x 横)
F3 achromatic 1 mm 90 mm x 100 mm
F5 dispersive 1 mm 100 mm x 240 mm
F7 achromatic 3 mm 100 mm x 240 mm
F8 achromatic 1 mm 90 mm x 100 mm
F11 achromatic 1 mm 90 mm x 100 mm

表 3.9: プラスチックシンチレータについての情報。それぞれの焦点面のオプティクスにあわせて、
2つの大きさの PPACが配置された。即ち、ビームが広がりを持つような場所には大きな有感面
積をもつPPAC を配置した。F7のプラスチックではDeltaEも測定するため、厚いプラスチック
シンチレータを配置した。

3.7 平行平板雪崩検出器 (PPAC)

PPACは荷電粒子用の位置検出するガス検出器である。1つのPPACは 3枚の電極から構成され、
1枚の陽極の前後にXの位置を検出する陰極とYの位置を検出する陰極が 1枚づつある (3.3)[22]。
1 枚の陰極は、2.40 mm幅のストリップを持ち、その間隔は 0.15 mmである。それぞれのストリッ
プは delay-lineでつながっており、delay-lineの両端から 2本のリードアウト信号が出力される。
2本のリードアウト信号の時間差は、鳴ったストリップの位置におおよそ比例するため、1枚の陰
極からX又はY方向の位置が測定される。よって、1つの PPACからX, Yの位置が検出される。
リードアウト信号は陰極 1面に対して 2本あり、陽極からのリードアウト信号が 1本あるため、1
つの PPACは 5本のリードアウト信号を持つ。一般にPPACの位置分解能は FWHMで 1 mm程
度である。本実験では、2つの PPACを 1つの筐体に収めたもの (Double-PPAC)を用いた。こ
れにより高い検出効率が得られる。F4,F6を除く 1つの焦点面には、Double-PPACが 2つインス
トールされた。表 3.10に本実験で用いた PPACについての情報をまとめた。

3.8 イオンチェンバー

イオンチェンバーは、荷電粒子のエネルギー損失∆Eを測定するガス検出器である [23]。炭素同
位体に対する検出効率が低いため、19,20,22C のランでは F7のイオンチェンバーは用いなかった。

3.9 γ線検出器DALI2

DALI2[24]では反応標的中で生成される励起状態の核が脱励起時に放出する γ 線を検出する。
DALI2は 17層、182個のNaI(Tl)検出器から成り、1つのNaI(Tl)検出器は 40× 80× 160mm3の
NaI(Tl)結晶に直径 38 mm の光電子増倍管を結合したものである。NaI(Tl)検出器固有のエネル
ギー分解能は 662 keV(137Cs)の γ線に対して 8 − 9 %である。図 3.4にDALI2の概観図を示す。

22



焦点面 オプティクス 位置 有感面積 (縦 x 横)
F3 achromatic 上流 150 mm x 150 mm

下流 150 mm x 240 mm
F5 dispersive 上流 150 mm x 240 mm

下流 150 mm x 240 mm
F7 achromatic 上流 150 mm x 240 mm

下流 150 mm x 150 mm
F8 achromatic 上流 150 mm x 240 mm

下流 150 mm x 150 mm
F9 achromatic 上流 150 mm x 240 mm

下流 150 mm x 240 mm
F10 achromatic 上流 150 mm x 240 mm

下流 150 mm x 240 mm
F11 achromatic 上流 150 mm x 240 mm

下流 150 mm x 240 mm

表 3.10: PPACについての情報。それぞれの焦点面のオプティクスにあわせて、2つの種類のPPAC
が配置された。即ち、ビームが広がりを持つような場所には大きな有感面積をもつPPACを配置
した。
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図 3.3: PPACの構造。1つの PPACは 3枚の電極から構成され、1枚の陽極の前後にXの位置を
検出する陰極と Yの位置を検出する陰極が 1枚づつある。1 枚の陰極は、2.40 mm幅のストリッ
プを持ち、その間隔は 0.15 mmである。それぞれのストリップは delay-lineでつながっており、
delay-lineの両端から 2本のリードアウト信号が出力される。この信号の時間差から位置情報が得
られる。
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図 3.4: DALI2概観図。17層、182個の NaI(Tl)検出器から成り、1つの NaI(Tl)検出器は 40 ×
80 × 160mm3のNaI(Tl)結晶に直径 38 mm の光電子増倍管を結合したものである。
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3.10 トリガー回路
31Ne,22,20,19 Cビームを用いた測定におけるトリガー回路を図 3.5に示す。31Ne,22 Cの設定では

二次ビーム強度が弱いために、BEAM トリガーをマスタートリガーとした。一方、20,19Cの設定
では二次ビーム強度が強いため、ZDSトリガーと 50分の 1に Down Scale させた BEAMトリ
ガー (DS-BEAM トリガー)との OR を取ったものをマスタートリガーとした。ZDS Trigger は標
的下流に粒子が来たときのトリガーであるため、このマスタートリガーでは反応が起きたときの
イベントを必ず取得できる。DS-BEAM トリガーを混ぜる理由は、標的に入射した粒子の数を知
るためである。

   ZDS
(F11 Plastic)

F3 Plastic

F7 Plastic

Rate
Divider
1/50

BEAM DS-BEAM

TRIGGER

STROBE

F3 Plastic

F5 Plastic

BEAM

TRIGGER

STROBE

F3 Plastic

F5 Plastic

BEAM

TRIGGER

STROBE

31Ne beam setup: BEAM Trigger

22C beam setup: BEAM Trigger

20,19C beam setup: BEAM(DS) ZDS Trigger

図 3.5: トリガー回路。F3, F5, F7, F11 plastic とあるのは、各プラスチックシンチレータの左右
の PMT の信号を足しあわせたものが、ディスクリレベルを越えたときに出力される信号である。
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第4章 解析

4.1 PPACの解析

解析において、 F8 PPAC の XY位置からは標的での粒子入射位置を、F9 PPACの X 位置か
らは粒子の運動量分布を導出した。例として、31Ne + Pb →30 Neの反応における 標的での位置
と角度分布を図 4.1に、F9 の 位置分布を図 4.2に示す。ただし、トリガーはBEAMTトリガーと
し、31Neのイベントのみを選んでプロットしている。
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図 4.1: 標的における 31Neの位置と位置 vs 角度の相関。BEAMTトリガーとし、31Neのイベン
トのみをプロットした。標的の半径は 15 mm であるため、赤い円 (r < 13 mm)内のイベントの
みを解析した。
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図 4.2: F9 PPACにおける 31Neの位置とX,Yへの投影。BEAMTトリガーとし、31Neのイベン
トのみをプロットした。F9 PPACは dispersive focal planeであるため、ビームがX方向に広がっ
ている。
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PPACの位置情報は delay-line両端の信号の時間差から導出しているが、この信号の和はTOF
に対応するもので、一定になるはずである。この時間の和をプロットしたものが、図 4.3である。
ピークから離れた部分はバックグラウンドと考えられるため、矢印のところで示す領域を選択し
て解析をした。
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10 3

10 4

250 260 270 280 290 300 310 320 330 340 350

TL+TR (ns)

図 4.3: F8 PPAC 最上流 X 面の信号の時間和。矢印の部分 ( 287 ns < TL + TR < 319 ns)にゲー
トをかけ、このイベントを解析した。
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4.2 プラスチックシンチレータの解析

焦点面 F5 は dizpersive focal plane であるため、X方向の位置は粒子の運動量に比例する。解
析では、プラスチックシンチレータの左右のPMT信号の時間差から、位置を特定し、ここから運
動量を導出した。これはPPACの方が位置分解能は高いが、検出効率が低いため、プラスチックに
より位置を導出した。プラスチックシンチレータの時間差から位置情報を得るために、F5 PPAC
の X の情報を用いて校正を行った。図 4.4に PPACにおけるXとプラスチックシンチレータの相
関である。PPACのXを基準としてプラスチックシンチレータの校正を行った。図 4.5は、PPAC
のXとPlasticから導出したXの差を取ったものである。PPACの分解能を 1 mm (FWHM)とす
ると、Plasticの位置分解能は 8 mm (FWHM) となる。
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図 4.4: 左図はプラスチックシンチレータの左右の PMTの時間差 ∆TPlastic と PPACの X位置
XPPAC との相関。これを図中に示した関数で校正したものが右図である。
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図 4.5: 左図はXPPAC −XPlasticとXPPAC の相関。右図はこれをY方向に投影したものである。

30



4.3 粒子識別の解析

標的上流及び下流における粒子識別の解析について 31Ne+Pb →30 Neの反応を例にとって述べ
る。まず、標的上流、即ち BigRIPSにおける粒子識別の解析について述べる。図 4.6 の左図は横
軸に 焦点面 F3-F7間のTOF、縦軸に∆Eを取った粒子識別図である。右図は、横軸をA/Zに校
正した粒子識別図である。A/Zは、式 (4.1)により計算される。ここで、Bρ, P, Z,ma.m.u., e, γ, β

はそれぞれ、磁気硬度、運動量、電荷、原子質量単位、素電荷、Lorentz 因子、速さである。Bρの
値は F5の位置より測定できるので、これと速さ β, γからA/Zを特定することが出来る。実際の
解析では、図 4.6 の右図のローカスが、正しいA/ZとなるようにTOFのオフセットを決定した。

Bρ =
P

Q
=

A
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e
(4.1)
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図 4.6: 左図は、横軸を TOF、縦軸を粒子のエネルギー損失としたときの粒子識別図。 右図は横
軸をA/Z に校正した粒子識別図。核種によってローカスがわかれている。
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図 4.7の左図は横軸に 式 (4.3)の値、縦軸に∆Eを取った粒子識別図である。右図は縦軸をZに
校正した粒子識別図である。物質中のエネルギー損失は Bethe-Bloch の式で表されるが、粒子識
別の校正では、Bethe-Bloch の式を少し変えた式 (4.2), (4.3)を用いた。図 4.7の左図に示した直
線の傾きは aZα、切片は bとなるため、この 2本の直線から a, b, αが決定される。この例では、
a = 0.651, b = −400, α = 1.922となる。

∆E = aZαf(β) + b (4.2)

f(β) =
1
β2

ln
(
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2β2
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図 4.7: 左図は横軸に式 (4.3)、縦軸に粒子のエネルギー損失をとったときの粒子識別図。 右図は
縦軸を Z に校正した粒子識別図。TOFに依らず Z が一定となることがわかる。
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図 4.8の左図はA/ZとZの校正を施した粒子別図である。Na同位体のコンタミネーションといっ
たバックグラウンドを抑えるために、F3-F7間のTOFから決定したA/ZF3−F7と、F3-F5間のTOF
から決定したA/ZF3−F5の差A/ZF3−F7 −A/ZF3−F5にゲートをかけた。A/ZF3−F7 −A/ZF3−F5

のゲートを図 4.9 、ゲートをかけた後の粒子識別図を図 4.8の右図に示す。
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図 4.8: A/Z ゲートの有無による粒子識別図の違い。 左図は A/Z ゲートなし、右図は A/Z ゲー
トありの粒子識別図。右図の四角で囲った部分は後にAの分解能の評価のために用いる。
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図 4.9: A/Zゲート。F3-F5間と、F3-F7間のTOFから独立に導出したA/Zの差を取り、矢印の
部分 (-0.04 ¡ A/ZF3−F7 − A/ZF3−F5 ¡ 0.06)にゲートをかけた。
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図 4.8右図をY方向へ投影したものが図 4.10の左図である。各Zのピークをガウス関数でフィッ
トし Zの分解能を導出すると、表 4.1となる。図 4.8右図の四角で囲まれた部分をX方向へ投影し
たものが、図 4.10の右図である。31Ne,30 Neのピークをガウス関数でフィットすると、A/Z の分
解能が決定できる。さらにこれを用いて Z = 10に対するAの分解能が表 4.3のように求まる。
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図 4.10: 標的上流における Z,Aの分解能。赤線はGauss関数でフィットしたものである。フィッ
トしたときの σの値も図中に示した。

Z 9 10 11
∆Z(FWHM) 0.583 0.507 0.494

分解能 Z/∆Z(FWHM) 15.4 19.7 22.3

表 4.1: 二次ビームの Z分解能。分解能 Z/∆Z(FWHM)は Zの 2倍程度であり、A/Zが等しく Z
が 1違う粒子は完全に分離できない。今回の実験では、対象核に対してA/Zが等しいく Zが 1違
う核は存在しなかったため、問題とならなかった。

A 30 31
∆A(FWHM) 0.153 0.141

分解能 A/∆A(FWHM) 196 221

表 4.2: 二次ビームの A分解能。Aの分解能は非常に良く、前述の A/Z ゲートを用いれば、Aが
1違う粒子を完全に分離できる。
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次に標的下流、即ち ZDS ビームラインにおける粒子識別について述べる。その手法は前述の標
的上流の粒子識別とおなじであるため、ここでは Z, A/Z の分解能について述べる。図 4.11の左
図は標的上流で 31Neを選んだときの標的下流における粒子識別図である。さらに、この図の矢印
の範囲をX方向に投影し、横軸を質量数に校正したものが図 4.11の右図である。これより、Aの
分解能は表??となる。
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図 4.11: 標的下流 ZDSビームラインにおけるAの分解能。Aの分解能は非常に良く、Aが 1違う
粒子を完全に分離できることがわかる。

A 29 30 31
∆A(FWHM) 0.312 0.203 0.190

分解能 A/∆A(FWHM) 92.9 148 163

表 4.3: 標的下流 ZDSにおけるAの分解能

以上の解析を全ての測定ランについて行った。標的はそれぞれのランで鉛、炭素、空標的を用
いた。空標的のランはバックグラウンドを見積もるためのものである。鉛標的の場合の PI図を図
4.12-4.15に示す。22C →22 Cや、22C →19 Cのランで下流のゲートを広く取ってあるのは、下流
のフラグメントと同じ A/Z のものがなく、Z(∆E)の情報を使わなくても粒子識別出来るからで
ある。
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図 4.12: 22C + Pb →20 Cの PI図。右図が標的上流、左図が標的下流の粒子識別を表す。下流の
Zゲートの幅を広したのは、TOFによってゲートをかけたことに相当する。これはフラグメント
と同じA/Z が入射して来ないために可能である。
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図 4.13: 20C + Pb →19 Cの PI図。右図が標的上流、左図が標的下流の粒子識別を表す。下流の
Zゲートの幅を広したのは、TOFによってゲートをかけたことに相当する。
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図 4.14: 20C + Pb →18 Cの PI図。右図が標的上流、左図が標的下流の粒子識別を表す。
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図 4.15: 19C + Pb →18 Cの PI図。右図が標的上流、左図が標的下流の粒子識別を表す。
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4.4 アクセプタンスの解析

放出される粒子の角度分布や運動量は核内の運動状態や励起仮定核内の運動状態や励起過程を反
映するために、分解反応によって放出される粒子の角度分布や運動量は、入射粒子の持つ角度分布
や運動量から変化する。また、反応標的内においても入射粒子とフラグメントは物質電子との相互
作用によって、その角度やエネルギーを変化させる。そのため、標的で反応した粒子の一部が下流
のビームラインを通る。この粒子が通った割合はアクセプタンスと呼ばれる。このビームラインの
アクセプタンスをモンテカルロシミュレーションコードで見積もった。図 4.16は 19C + Pb →18 C
反応における、アクセプタンスの角度、及び運動量依存性を示したものである。ここで、上流の
運動量分布を±2%に限定することで、粒子を通りやすくした。図 4.16より、おおきな角度、運動
量において、アクセプタンスが下がることがわかる。上流の運動量を限定しているため、運動量
のアクセプタンスはほぼ一定となっている。シミュレーションより、測定チャネルにおけるアク
セプタンスは、表 4.4のようになる。

測定チャンネル アクセプタンス
31Ne + Pb →30 Ne 96.1 %
31Ne + C →30 Ne 95.3 %
22C + Pb →20 C 97.2 %
22C + C →20 C 91.7 %
20C + Pb →19 C 95.2 %
20C + C →19 C 95.0 %
20C + Pb →18 C 96.1 %
20C + C →18 C 88.1 %
19C + Pb →18 C 94.4 %
19C + C →18 C 98.7 %

表 4.4: 反応チャンネルの運動量分布分解能。
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図 4.16: 入射粒子角度、および入射粒子の運動量に対する標的下流 ZDSビームラインのアクセプ
タンス依存性。角度、運動量が大きなところで、アクセプタンスが下がっていることがわかる。た
だ、上流で運動量を±2%に限定しているため、運動量の落ち込みは顕著には見られない。
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4.5 運動量分布の解析

入射粒子の静止系における分解後のフラグメントの運動量 p′は、式 4.4によって表される。こ
こで、実験室系から見た入射粒子の進行方向を z軸方向とし、βcの速さで運動しているとする。
γ, p′, Eは、それぞれ実験室系での粒子の Lorentz 因子、運動量、全エネルギーである。解析で
は、ビームラインの Z 軸にのみ粒子が通っているとし、XY方向の角度は無視した。粒子の全運
動量をプラスチックシンチレータから測定した TOF で標的上流及び下流の粒子の速さを導出し、
この速さから標的下流の運動量と、全エネルギーを導出した。さらに標的中でのエネルギー損失
を考慮し、LISE++に内蔵されているエネルギー損失計算コード ATIMAを用いて、標的中心に
おける速さ、運動量、全エネルギーを導出した。ここでは、統計の多い 19C + C →18 C 反応にお
けるフラグメント 18Cの運動量分布の解析について述べる。標的上流および下流での運動量は図
4.17となり、式 4.4から導出された運動量分布は図 4.18の左図となる。

p′x = px

p′y = py (4.4)

p′z = γ(pz − βE)
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図 4.17: 標的上流及び下流におけるフラグメントの運動量分布。左上図は、標的上流と下流にお
ける運動量の相関。この相関の軸を核子当たりの運動量に直したものが右上図である。下の左と
右の図は、標的上流と下流の運動量の 1次元分布を表したものである。上流の分布が、分解反応
によって下流では広がっていることがわかる。
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図 4.18: 19C + C →18 C反応における 18Cフラグメントのバックグラウンドを引く前の運動量
分布。
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バックグラウンドを見積もるため、空標的についても同様の解析を行うと、図 4.19左図の運動
量分布が得られる。このバックグラウンドを左図から差し引くため、標的中のエネルギーストラ
グリング (表 4.5)で図バックグラウンドの分布をフォールドし、入射ビームの量で規格化して差し
引いた。バックグラウンドを差し引いた後の運動量分布は、 図 4.19となる。
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図 4.19: バックグラウンド (左図)とバックグラウンドを差し引いた後の運動量分布 (右図)。右図
の黒丸がバックグラウンドを差し引いた後の運動量分布、白丸がバックグラウンドを表す。

反応 エネルギーストラグリング (1σ)
(MeV/c)

31Ne + C →30 Ne 8.89
22C + C →20 C 6.52
20C + C →19 C 6.54
20C + C →18 C 6.54
19C + C →18 C 6.52

表 4.5: 標的中でのエネルギーストラグリング。
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運動量分布の分解能は、20Cビームをビームラインに素通ししたとき (ビームラン)の運動量分布
を用いて見積もった。ただし、エネルギーストラグリングの影響も考慮するため、実験時の炭素標
的をビームライン上に置いた。すなわち、20C+C →20 という測定チャンネルの運動量分布を測定
したことに相当する。得られた運動量分布は図 4.20となり、検出器の分解能は 1σで 21.07 MeV/c

となった。さらに、反応したチャンネルの分解能は標的中の反応位置の差によって生じるエナジー
ロスディファレンスを考慮すると、反応チャンネルにおける運動量分布の分解能は表 4.6となる。
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図 4.20: エネルギーストラグリングの影響を含む検出器の分解能。

反応 ビームラン エネルギーロス 反応チャンネル
分解能 (1σ) ディファレンス (1σ) 分解能 (1σ)
(MeV/c) (MeV/c) (MeV/c)

31Ne + C →30 Ne 22.4 11.8 23.5
22C + C →20 C 21.0 18.0 27.7
20C + C →19 C 21.0 9.82 23.2
20C + C →18 C 21.0 19.6 28.7
19C + C →18 C 21.0 10.3 23.4

表 4.6: 反応チャンネルの運動量分布分解能。

ビームラインのアクセプタンスによる運動量分布の変化を見積もるためにシミュレーションを
行うと、図 4.21のようになる。ここでは、19C + C →18 Cの反応を選び、19C粒子の静止系から
見たフラグメントの運動量分布を図 4.21左図として仮定した。このとき、この分布のアクセプタ
ンスは図 4.21左図となる。これより、±100 MeV/c程度までは一定となり、それ以降でアクセプ
タンスの補正が必要であることがわかる。
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図 4.21: アクセプタンスの運動量分布への影響。左図の運動量分布を持つ分解反応をしたとき仮
定した場合、標的下流では、右図のようなアクセプタンスとなる。
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第5章 結果

5.1 クーロン分解断面積

本実験で測定した鉛標的 σ(Pb)、炭素標的 σ(C)、クーロン分解断面積 σ(E1)を表 5.1に示す。こ
れを図示すると図 5.1 のようになる。Pb標的で測定したときの核力分解の寄与を引くことにより
クーロン分解断面積を導出した (式 (5.1))。ここで、式 (5.1)の Γは、式 (5.2)で表した鉛と炭素の
核半径の比から導出される。

σ(E1) = σ(Pb) − Γσ(C) (5.1)

Γ = R(Pb)/R(C) = 2.2 (5.2)

測定チャンネル 鉛標的 炭素標的 クーロン分解
断面積 σ(Pb) (b) 断面積 σ(C) (b)) 断面積 σ(E1) (b)

31Ne →30 Ne 0.704(60) 0.079(6) 0.530(61)
22C →20 C 1.373(59) 0.212(1) 0.908(62)
20C →19 C 0.196(15) 0.049(4) 0.088(17)
20C →18 C 0.414(21) 0.136(5) 0.115(23)
19C →18 C 0.965(16) 0.132(2) 0.675(16)

表 5.1: 各測定チャンネルの反応断面積一覧

図 5.1: 反応断面積のプロット。19Cは既知のハロー核であるが、22C, 31Neのクーロン分解断面
積はこれらに匹敵する断面積となり、ハロー構造の形成を示唆している。
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5.2 運動量分布

炭素標的を用いたときの各測定チャンネルの運動量分布を図 5.3に示す。赤線は Lorentz関数で
フィットしたものであり、このときの幅Γは表 5.2となる。これをプロットしたものを図 5.3に示す。

測定チャンネル 幅 Γ (MeV/c)
31Ne →30 Ne 61.4(94)
22C →20 C 64.1(47)
20C →19 C 60.2(86)
20C →18 C 125(53)
19C →18 C 73.6(14)

表 5.2: 各測定チャンネルの運動量分布の幅 Γ

図 5.2: 運動量分布のプロット。22C, 31Neの分布は 19Cと同じ程度に狭く、ハロー構造の形成を
示唆している。
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図 5.3: 各測定チャンネルの運動量分布。黒丸はバックグラウンドを引いた後の運動量分布を表わ
し、白丸はバックグラウンドを表す。22C, 31Neの分布は 19Cと同じ程度に狭く、ハロー構造の形
成を示唆している。
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第6章 議論

6.1 31Neに対する議論

本実験の測定結果から 31Neのハロー構造の有無について議論する。測定された断面積が、530(61)
barn と大きな値となるのは、強い低励起双極子遷移 (ソフト E1励起)の寄与によるためであると
考えられる。これは即ちハロー構造の存在を示唆している。低励起遷移をしていることは、以下
のような単純な考察からもわかる。E1遷移の断面積 σ(E1)は式 (6.1)で与えられる [25]。即ち、
E1 仮想光子数 NE1(Ex)と光核吸収断面積 σE1

γ (Ex) の積を励起エネルギー Ex で割ったものの
積分で表される。一方、TRK 和則によると、σE1

γ (Ex)の積分は式 (6.2)で与えられる [26]。ここ
で、光核吸収断面積 σE1

γ (Ex)の分布として Ex = E′
x の位置に局在するデルタ関数を仮定すると

(σE1
γ (Ex) = σE1

γ0 δ(Ex − E′
x))、σ(E1)は式 (6.3,6.4)のように簡単に表せる。ここで、式 (6.3)に表

われるNE1(Ex)/Exを図示すると、図 6.1となる。

σ(E1) =
∫ ∞

Sn

NE1(Ex)
Ex

σE1
γ (Ex) dEx (6.1)

∫ ∞

Sn

σE1
γ (Ex)dEx ' 60

NZ

A
MeV · mb (6.2)

σ(E1) ' σE1
γ0

NE1(E′
x)

E′
x

(6.3)

σE1
γ0 ' 60

NZ

A
MeV · mb (6.4)
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図 6.1: 仮想光子数NE1(Ex)を励起エネルギーExで割った式NE1(Ex)/ExをExの関数として表
したもの。この図と実験で得られた断面積との比較から、E1遷移分布のおおよその位置に制限を
あたえる。
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31Neの場合、今回の測定からσ(E1)/σE1
γ0 = 1.3となるため、式 (6.3)と図 6.1を用いると、E1遷移

分布はおよそ Ex = 12MeV付近にあると計算される。ただし、今回測定したσ(E1)は、1中性子分
離反応チャンネルの断面積を測定しているため、多中性子分離反応のチャンネルによる寄与が入って
いない。2中性子分離のチャネルはEx = 3.7(15) MeV[27]で開くため (S2n = Sn +3.4(0.4) MeV =
3.7(15) MeV)、31NeのE1遷移分布は最大でEx = 12 MeV程度までに存在していると考えられる。
一方、通常原子核は、巨大双極子共鳴を引き起こすことが知られており、その分布は式 (6.5)で表し
た励起エネルギーの付近に存在している [25]。これより、31Neの場合を計算するとEx ' 25 MeV
となる。よって、実験で得られた断面積から計算したE1遷移分布の位置Ex < 12 MeV は巨大共
鳴による寄与ではなく、ハロー核特有の強い低励起双極子遷移の寄与であると考えられる。

Ex ' 80
A1/3

(6.5)
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次に 31Neのコンフィグレーションについて議論する。クーロン分解反応の 1中性子分離断面積
は、価中性子の軌道に依存するため、31Ne の基底状態において支配的な軌道を推定することがで
きる。図 6.2は、以下に述べる条件で計算した 31Neの断面積である。31Neの基底状態において、
30Ne(0+

1 )または、30Ne(2+
1 )のコアにφnlj = 2s1/s, 1d3/2, 1f7/2, 2p3/2の価中性子がカップルした

とし、それぞれのコンフィグレーションに対して式 (6.6),(6.7) から断面積を計算した [28][11][12]。
式 (6.6)の積分範囲はEx = Sn +3.4 MeVまでとし、それ以上では 1中性子分離反応が起きないと
仮定した。式 (6.7)における C2S(lj,Jc)は、

30Ne(Jπ
c ) ⊗ φnlj に対する分光学的因子を示し、T̂ (E1)

は rの関数である E1演算子である。 計算では、C2S(lj,Jc)がそれぞれのコンフィグレーションで
最大となるようにした。即ち、30Ne(O+

1 )にカップルする軌道の場合C2S(lj,Jc) = 1、30Ne(2+
1 )に

カップルする軌道の場合C2S(lj,Jc) = 2j + 1とした。ψlf jf
は反応後の中性子の波動関数を表して

いる。行列要素 〈ψlf jf
|T̂ (E1)|φnlj〉は rφnlj の Fourier変換と関係しているため、φnlj が s軌道のよ

うな Low-l軌道の場合、空間的に波動関数が広がっており、B(E1)が強調されることになる。一
粒子軌道は r0 = 1.24 fm, a = 0.62 fm, VSO = 7.0MeVとしたときのWoods-Saxonポテンシャル
から導出した r[29]。

σ(E1) =
∫ Ex

Sn

16π3

9~c
NE1(Ex)

dB(E1)
dEx

dEx (6.6)

dB(E1)
dEx

∝
∑

(lj,Jc)

C2S(lj,Jc)

∑
(lf jh)

|〈ψlf jf
|T̂ (E1)|φnlj〉|2 (6.7)

図 6.2: 31Neのコンフィギュレーションを仮定して計算した断面積と実験値との比較。

図 6.2の計算と図中の縞模様で示した実験値の比較から、30Ne(0+
1 )とカップルしたコンフィグ

レーションでは、High-l軌道 (30Ne(0+
1 )⊗1d3/2,

30Ne(0+
1 )⊗1f7/2)は実験データを再現しないこと
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がわかる。一方、30Ne(0+
1 )⊗1p3/2,

30Ne(0+
1 )⊗2s1/2は、それぞれ Sn ∼ 0.4 MeV, Sn ∼ 0.4 MeV

においてよく実験データを再現している。30Ne(2+
1 )とカップルしたコンフィグレーションでは、

30Ne(2+
1 ) ⊗ 2s1/2,

30Ne(2+
1 ) ⊗ 2p3/2が実験データを再現している。以上より、4つのコンフィグ

レーション 30Ne(0+
1 )⊗ 1p3/2,

30Ne(0+
1 )⊗ 2s1/2,

30Ne(2+
1 )⊗ 2s1/2,

30Ne(2+
1 )⊗ 2p3/2が実験を良

く説明する。これらはみな低束縛の Low-l軌道であり、31Neの基底状態におけるハロー構造を示
唆している。従来の殻模型では価中性子は 1f7/2を占めるはずであるが、今回の結果はこれと異
なるものであり、31Neの基底状態において軌道の逆転が起きていると考えられる。この結果は、
31Neが island of inversion(軌道逆転の島)領域に位置し、変形が起きているということを示唆して
いる。よって、31Neでは変形したポテンシャルの外に弱く束縛したハロー中性子が存在するとい
う描像を持つことが出来る。一方、30Neフラグメントの運動量分布の幅 Γ = 61.4 MeV/c(表 5.2)
は、良く知られた s軌道中性子ハロー核 19Cの幅 Γ = 73.6 MeV/cより狭くなる。このことも、
31Neの基底状態における価中性子がLow-l軌道を占めるというコンフィグレーションを支持する。

6.2 22Cに対する議論

TRK和則を用いて 31Neの議論と同様の考察を 22Cに対して行う。デルタ関数と仮定したE1遷
移強度分布の位置はEx < 8.9 MeVとなる。一方、式 (6.5)から導出した巨大双極子共鳴の位置は
Ex ∼ 29 MeVとなる。よって、22Cの基底状態においても、ソフト E1励起が存在し、ハロー構
造が発達していると考えられる。これは、20Cフラグメントの運動量分布測定において、分布の幅
Γ(表 5.2)が 64.1MeV/cとハロー核 19Cの幅 Γ = 73.6 MeV/cより狭く、価中性子が Low-l軌道を
占めていると考えられることと矛盾しない。従来の殻模型では 22Cの価中性子は 1s1/2軌道を占
めると考えられるが、今回の結果はこれと矛盾しないものである。
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第7章 まとめと展望

本研究では原子核の束縛限界（ドリップライン）に位置する中性子過剰核で中性子ハロー核の候
補である 31Ne及び 22Cのクーロン分解反応を行い、中性子ハロー構造の有無を探り、また新種の
ハロー構造の発見を目指した。 本実験で得られたクーロン分解断面積は通常原子核のクーロン分
解断面積を大きく上回り、31Neで 530(61) mb、22Cで 903 mb となった。これは、ソフト E1励
起の寄与であると考えられ、これらの核でハロー構造が発達していることを示唆している。
この結果から 31Neの場合、31Ne + nのハロー構造を持ち、価中性子は Low-l軌道 (s軌道又は

p軌道)にあると結論づけられ、従来の殻模型で予想される f7/2軌道にはないことがわかった。こ
れは、基底状態において軌道が逆転し “island of inversion (軌道逆転の島領域)“に位置し、変形が
起きていることを示唆している。よって、31Neでは変形したポテンシャルの外に弱く束縛したハ
ロー中性子が存在するという描像を持つことが出来る。一方、30Neフラグメントの運動量分布の
幅 Γ = 61.4MeV/c(表 5.2)は、良く知られた s軌道中性子ハロー核 19Cの場合より狭くなる。この
ことからも、31Neの基底状態における価中性子が Low-l軌道を占めるというコンフィグレーショ
ンが支持される。

22Cの場合、従来の殻模型では 22Cの価中性子は 1s1/2 軌道を占めると考えられるが、今回の
結果はこれと矛盾しないものである。これは 20Cフラグメントの運動量分布測定において、分布
の幅 Γ(表 5.2)が 64.1MeV/cと 19Cの場合より狭く、価中性子が Low-l軌道を占めていると考え
られることと矛盾しない。
今後の課題として分解反応後のフラグメントの運動量分布と理論的な計算を比較し、詳細な軌

道の情報を得ることが望まれる。さらに、分解反応後のフラグメントが脱励起するときに放出す
るガンマ線の計数を解析することにより、ハロー核内でフラグメントの元となるコアがどのよう
な励起状態にあったかを特定することができる。これは即ち、基底状態における価中性子軌道の
特定、さらには基底状態のスピン・パリティ決定につながる。
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